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5 行政コスト計算書（平成21年４月１日～平成22年３月31日）――――――――        

　【経常行政コスト】 （単位：億円）

総　　額

（１）人件費 1,465

（２）退職手当引当金繰入等 149

（３）賞与引当金繰入額 93

小　　計 1,707

（１）物件費 193

（２）維持補修費 27

（３）減価償却費 643

小　　計 863

（１）社会保障給付 79

（２）補助金等 957

（３）他会計等への支出額 85

（４）他団体への公共資産整備補助金等 180

小　　計 1,301

（１）支払利息 151

（２）回収不能見込計上額 3

（３）その他行政コスト 9

小　　計 163

4,034

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 81

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 34

115

ｂ／ａ 2.9%

3,919

経 常 収 益 合 計 ｂ

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト ａ － ｂ

経 常 行 政 コ ス ト ａ

人
に
関
す
る

コ
ス
ト

物
に
関
す
る

コ
ス
ト

移
転
支
出
的
な

コ
ス
ト

そ
の
他
の

コ
ス
ト

人件費総額から退職手当および賞与のうち20年度に係る
金額を控除し、事業費支弁職員費を加算した金額です。

貸借対照表上の21年度と20年度の退職手当引当金の差額
に21年度退職手当を加算した金額です。

貸借対照表上の21年度末の賞与引当金の金額です。

21年度に発生した減価償却費です。

21年度の扶助費の決算額です。

21年度の補助費等の金額から、他会計等への支出額を差し
引いた金額です。

他会計への補助金・負担金等の金額です。

普通建設事業費のうち、他団体の資産形成のために支出し
た補助金等の金額です。

地方債および一時借入金の利息額です。

貸借対照表上の21年度と20年度の回収不能見込額の差額に
21年度の不納欠損額を加算した金額です。

貸借対照表上の21年度と20年度の（長期未払金＋未払金）
の差額に、21年度の債務履行額を加算した金額です。

経常行政コストから受益者負担である経常収益を差し引い
た金額で、県税や地方交付税といった一般財源等で賄わな
ければならないコストを表します。

 普通会計の経常行政コストは4,034億円で、人

に関するコストが1,707億円（42.3%）、物に関

するコストが863億円（21.4%）、移転支出的な

コストが1,301億円（32.2%）となっています。

 また、目的別には、教育33.7%、福祉14.2％、

生活インフラ・国土保全12.9％の順となっていま

す。 

行政コスト計算書（普通会計） 

付表 第21表 普通会計行政コスト計算書（平成21年４月１日～平成22年３月31日） → 78ページ

目的別行政コストの内訳

その他 157

生活インフラ
・国土保全
 520

教育 1,359

福祉  572環境衛生 164

産業振興 491

警察 282

総務
 324

支払利息 151

回収不能見込
計上額
3

議会 11

総　　額
4,034億円

性質別行政コストの内訳

その他
行政コスト
9

退職手当
引当金
繰入等
 149

人件費
 1,465

賞与引当金
繰入額
 93物件費

 193

維持補修費
 27

減価償却費
 643

社会保障
給付
 79

補助金等
 957

他会計等へ
の支出額
 85

他団体への
公共資産
整備

補助金等
 180

回収不能
見込計上額

 3

支払利息
 151

人に関する
コスト
 1,707

物に関する
コスト
 863

移転支出
的なコスト
 1,301

その他の
コスト
 163

総 　額
 4,034億円



- 50 - 

 

行政コスト計算書（連結） 

　【経常行政コスト】 （単位：億円）

総　　額

（１）人件費 1,610

（２）退職手当引当金繰入等 157

（３）賞与引当金繰入額 101

小　　計 1,868

（１）物件費 332

（２）維持補修費 83

（３）減価償却費 847

小　　計 1,262

（１）社会保障給付 79

（２）補助金等 936

（３）他団体への公共資産整備補助金等 167

小　　計 1,182

（１）支払利息 196

（２）回収不能見込計上額 5

（３）その他行政コスト 493

小　　計 694

5,006

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 81

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 50

３ 事 業 収 益 555

４ そ の 他特 定 行 政 サ ービ ス収 入 371

1,057

ｂ／ａ 21.1%

3,949

経 常 収 益 合 計 ｂ

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト ａ － ｂ

経 常 行 政 コ ス ト ａ

人
に
関
す
る

コ
ス
ト

物
に
関
す
る

コ
ス
ト

移
転
支
出
的
な

コ
ス
ト

そ
の
他
の

コ
ス
ト

公営企業会計の営業収益や、公社、三セ
クの事業収益を表します。

流域下水道事業の維持管理負担金や競艇
事業の受託事業収入、事業収益以外の雑
収益を表します。

付表 第22表 連結行政コスト計算書（平成21年４月１日～平成22年３月31日） → 79ページ 

 連結ベースの経常行政コストは5,006億円で、

人に関するコストが1,868億円（37.3%）、物に

関するコストが1,262億円（25.2%）、移転支出

的なコストが1,182億円（23.6%）となってい

ます。 

 相殺消去前の経常行政コスト 5,280 億円を団

体別に見ますと、県の普通会計が 4,034 億円で

全体の 76.4％を占め、次いで県の公営事業会計

が946億円で17.9％、県以外の団体が300億

円で5.7％となっています。 

 目的別には、教育27.7%、総務15.9%、生活

インフラ・国土保全14.9%の順となっています。

 また、経常行政コストのうち、約２割は経常収

益により賄っています。 

性質別行政コストの内訳

宝くじ 38 三セク等 182

工業用
水道 8

上水道 35

病院 176

下水道 221

県立大学 48

地方三公社70

公社・三セク等
300

競艇 468

公営事業会計 946

普通会計
 4,034

総  額
（相殺消去前）
5,280億円

目的別行政コストの内訳

総務 798

議会 11

教育
 1,384

生活インフラ・
国土保全

 744

環境
衛生
 325

福祉
 572

産業振興
 532

警察 282

その他 157
支払利息 196

総  額
（相殺消去後）
5,006億円

回収不能見込
計上額 5


